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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第31期

第２四半期連結
累計期間

第32期
第２四半期連結
累計期間

第31期
第２四半期連結
会計期間

第32期
第２四半期連結
会計期間

第31期

会計期間

自  平成21年
    12月21日
至  平成22年
    ６月20日

自  平成22年
    12月21日
至  平成23年
    ６月20日

自  平成22年
    ３月21日
至  平成22年
    ６月20日

自  平成23年
    ３月21日
至  平成23年
    ６月20日

自  平成21年
    12月21日
至  平成22年
    12月20日

営業収益 (千円) 2,059,4362,206,8331,087,5171,115,1244,340,472

経常利益 (千円) 268,577 417,438 163,294 207,944 695,689

四半期(当期)純利益 (千円) 152,111 232,478 98,793 124,418 396,703

純資産額 (千円) ― ― 5,312,5325,694,1375,522,682

総資産額 (千円) ― ― 6,673,9157,050,9127,040,084

１株当たり純資産額 (円) ― ― 735.24 789.15 764.43

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 21.07 32.21 13.69 17.24 54.97

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― 32.17 ― 17.22 ―

自己資本比率 (％) ― ― 79.5 80.8 78.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 323,733 208,214 ― ― 795,259

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 172 △115,962 ― ― △39,635

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △182,088△36,125 ― ― △238,768

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,022,5043,453,6693,397,542

従業員数 (名) ― ― 412 399 396

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　第31期第２四半期連結累計期間及び第31期第２四半期連結会計期間並びに第31期における潜在株式調整後１

株当たり四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、関係会社の異動はありません。　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月20日現在

従業員数(名) 399（63）

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間における平均雇用人員を外

書で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月20日現在

従業員数(名) 396（61）

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間における平均雇用人員を外

書で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

　求人関連情報　　 335,502 ―

　ライフ関連情報 411,806 ―

情報関連事業 747,309 ―

その他 39,726 ―

合計 787,035 ―

(注) １  金額は、営業原価によっております。
２  セグメント間取引については、相殺消去しております。
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
４  その他は、主にフリーペーパー共同配送事業及び他社印刷物の受注に係るものであります。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における申込実績等をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 申込高(千円)
前年同四半期比

(％)
申込残高(千円)

前年同四半期比
(％)

　求人関連情報 499,037 ― 506,088 ―

　ライフ関連情報 466,707 ― 657,607 ―

情報関連事業 965,745 ― 1,163,696 ―

その他 40,172 ― 1,357 ―

合計 1,005,917 ― 1,165,053 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の申込高には当第２四半期連結会計期間の申込金額を、申込残高には当第２四半期連結会計期間末現在

の未掲載（今後掲載されるもの）の金額を記載しております。

４  その他は、主に他社印刷物に係る受注高（申込高）及び受注残高(申込残高）であります。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

　求人関連情報　　 505,281 ―

　ライフ関連情報 561,260 ―

情報関連事業 1,066,541 ―

その他 48,583 ―

合計 1,115,124 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  その他は、主にフリーペーパー共同配送事業及び他社印刷物の受注に係るものであります。
４  主な販売先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、販売先が多岐にわたり、販売実績が
総販売実績の100分の10を上回る販売先がありませんので記載を省略しております。

５  当社グループは輸出取引を行っておりません。

　

当第２四半期連結会計期間における情報関連事業の販売実績をエリア別に示すと、次のとおりであり

ます。
　

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

　岡山県　　 431,567 ―

　広島県 225,350 ―

　香川県 152,039 ―

　その他 257,583 ―

情報関連事業 1,066,541 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  その他は、愛媛県、兵庫県、徳島県、高知県、福岡県、大分県及び埼玉県並びに東京都他であります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。　

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災という未曾有の災害の発生により、原

材料等の供給不足及び価格高騰による製造業の生産活動の低下や消費の低迷、また福島第一原子力発電

所災害により今後懸念される電力不足の問題、政局不安等、その先行きは一層不透明な状況に陥りまし

た。

　このような中、当社グループは求人関連情報のエリア拡大及び正社員専門誌の発行並びにライフ関連情

報の別冊の発行等に取り組みました。この結果、営業収益は11億１千５百万円（前年同四半期比2.5％

増）となり、営業利益は１億９千７百万円（前年同四半期比27.1％増）、経常利益は２億７百万円（前年

同四半期比27.3％増）、四半期純利益は１億２千４百万円（前年同四半期比25.9％増）となりました。

　
①営業収益の分析

当社グループの主力事業である情報関連事業につきまして、当第２四半期連結会計期間における営業

収益は10億６千６百万円となりましたが、これを分析すると下記のとおりであります。

　なお、当社グループは情報関連事業以外に、フリーペーパー共同配送事業、他社印刷物の受注に係る印刷

事業等を営んでおりますが、重要性が乏しいため記載は省略しております。

ａ 情報関連事業の営業収入の状況

（求人関連情報）

求人関連情報につきましては、当社グループのターゲットである中途採用市場及びアルバイト採用市

場等は、東日本大震災の発生による製造業のライン停止の影響等により第１四半期と比較して伸張率は

鈍化したものの、引続き回復基調で推移しました。当社グループの事業エリアにおいても広告掲載件数が

増加したこと、また前第３四半期連結会計期間にサービスを開始した北九州エリアの営業収益の寄与も

あり、営業収入は５億５百万円となりました。

（ライフ関連情報）

ライフ関連情報につきましては、ブライダル関連情報における顧客紹介サービスの強化等による増収

はありましたが、広告掲載基準の見直し及び東日本大震災発生後の計画停電、広告の自粛等の影響により

クーポンインフリーペーパーが減収となったこと並びに住宅関連情報のインターネットサービスの伸び

悩み等により、営業収入は５億６千１百万円となりました。

ｂ 情報関連事業のエリア別営業収入の状況

（岡山県）

岡山県エリアは、ブライダル関連情報の顧客紹介サービス強化による増収等がありましたが、広告掲載

基準を見直したクーポンインフリーペーパーの減収等の影響によりライフ関連情報はほぼ横ばいとなり

ました。しかしながら、求人関連情報が需要の回復により増収となったことにより営業収入は４億３千１

百万円となりました。
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（広島県）

広島県エリアでは、岡山県エリアと同様、需要の回復により広告掲載件数が増加した求人関連情報が増

収となりましたが、毎月第３火曜日に発行するクーポンインフリーペーパー「イーノ広島版」の７月号

が第３四半期の発行となったことによる影響及びブライダル情報誌の広告掲載料収入の減少等によりラ

イフ関連情報が減収となったことにより、営業収入は２億２千５百万円となりました。

（香川県）

香川県エリアは、前年同四半期に発行したグルメ情報誌の発行がなかったことによる減収はありまし

たが、求人関連情報及びブライダル関連情報が順調に推移したことより、営業収入は１億５千２百万円と

なりました。

（その他）

その他のエリアは、ライフ関連情報がクーポンインフリーペーパーの掲載基準見直しの影響等により

減収となりましたが、求人関連情報が前第３四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間に実施

したエリア拡大及び需要の回復により順調に推移したこと等により、営業収入は２億５千７百万円とな

りました。

　
②営業原価の分析

当第２四半期連結会計期間における営業原価は７億８千７百万円（前年同四半期比1.8％減）となり

ました。この主な要因は、他社印刷物の受注増等に伴う原材料費及び販売エリア拡大に係る販売手数料、

荷造発送費等の増加はありましたが、人員の抑制により人件費が減少したことによるものであります。

　
③販売費及び一般管理費の分析

当第２四半期連結会計期間における販売費及び一般管理費は１億３千万円（前年同四半期比0.1％

増）と前年同四半期とほぼ同額となりました。　

　
④営業外損益の分析

当第２四半期連結会計期間における営業外収益は１千１百万円（前年同四半期比16.7％増）、営業外

費用は１百万円（前年同四半期比39.6％減）となりました。営業外収益増加の主な要因は、前受金期間経

過収入が増加したことによるものであり、営業外費用減少の主な要因は、前連結会計年度中の借入金完済

により支払利息が減少したこと等によるものであります。　

　
⑤特別損益の分析

当第２四半期連結会計期間における特別利益は１千１百万円（前年同四半期比4.1％増）となりまし

た。この要因は、補助金収入が減少したものの、新株予約権戻入益及び貸倒引当金戻入額が発生したこと

によるものであります。特別損失は０百万円（前年同四半期は発生しておりません。）となりました。　
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末から１千万円増加し、70億５千万円となり

ました。流動資産は、前連結会計年度末から６百万円減少し、39億６千８百万円となりました。この主な要

因は、現金及び預金の増加額５千６百万円及び受取手形及び売掛金の減少額６千万円によるものであり

ます。固定資産は、前連結会計年度末から１千７百万円増加し、30億８千１百万円となりました。これは主

に土地購入等による有形固定資産の増加額６千万円及び投資その他の資産の減少額３千１百万円等によ

るものであります。　

負債総額は、前連結会計年度末から１億６千万円減少し、13億５千６百万円となりました。流動負債は、

前連結会計年度末から１億８千８百万円減少し、10億２千９百万円となりました。これは主に、未払金の

減少額１億１千１百万円及び未払法人税等の減少額８千１百万円等によるものであります。固定負債は、

前連結会計年度末から２千７百万円増加し、３億２千６百万円となりました。この主な要因は、資産除去

債務の計上額３千８百万円によるものであります。　

純資産合計は、前連結会計年度末から１億７千１百万円増加し、56億９千４百万円となりました。この

結果、自己資本比率は80.8%となりました。　

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間は、下記の理由により、現金及び現金同等物の四半期末残高は第１四半期連

結会計期間末から３億２千３百万円増加し、34億５千３百万円となりました。　

　
①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローにより増加した資金は、３億２千６百万円（前年同四半期は２億

５千１百万円の増加）となりました。これは税金等調整前四半期純利益２億１千８百万円に非資金損益

項目である減価償却費４千６百万円及び賞与引当金の増加額１千８百万円並びに売上債権の減少額５千

４百万円等によるものであります。　

　
②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローにより増加した資金は、１百万円（前年同四半期は１百万円の増

加）となりました。これは主に補助金の受取による収入２百万円によるものであります。　

　
③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローにより減少した資金は、４百万円（前年同四半期は９千万円の減

少）となりました。これは配当金の支払によるものであります。　

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。　

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった高松支社社屋建設の着手年月及び完成予定年月を、東日本

大震災等の影響により下記のとおり変更しております。

　（着手年月）　　　前四半期連結会計期間末予定　平成23年５月　　　変更後　未定　　　

　（完成予定年月）　前四半期連結会計期間末予定　平成23年９月　　　変更後　未定　

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。　

　

　

　

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,548,800

計 29,548,800

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,398,000 7,398,000
大阪証券取引所
JASDAQ

(スタンダード)
単元株式数は100株であります

計 7,398,000 7,398,000― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①新株予約権

(ア)平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく平成15年３月18日開催の第23回定時株主

総会決議

　

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月20日)

新株予約権の数(個) 158

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数 100株 (注)７

新株予約権の目的となる株式の数(株) 189,600

新株予約権の行使時の払込金額(円) 350(注)１，２

新株予約権の行使期間 平成17年３月18日～平成25年３月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価額350 資本組入額 175

新株予約権の行使の条件 (注)４，５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

(注) １  当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　調整後払込金額＝調整前払込金額　 ×

１

分割・併合の比率

２  新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものは除

く）は、次の算式により払込金額を調整するものとし、１円未満の端数は切り上げるものとします。

　調整後払込金額＝調整前払込金額　 ×
既発行株式数 ＋

新発行株式数　× １株当たりの払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数＋ 新発行株式数

３　新株予約権の喪失

被付与者が本新株予約権の行使期間の到来前に死亡したときは本新株予約権を喪失するものとします。

４　権利行使の条件

提出会社及び当社関係会社の取締役及び従業員の地位を有していることを条件とします。

５　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、当社と対象取締役及び従業員

との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められております。

６　当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案並

びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる

旨、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められております。

７　平成20年11月27日開催の取締役会決議により、平成21年２月２日を効力発生日として単元株式数を1,000株

から100株に変更しております。
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(イ)平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく平成17年３月17日開催の第25回定時株主

総会決議

　

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月20日)

新株予約権の数(個) ３

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数 100株 (注)７

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,600

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,555(注)１，２

新株予約権の行使期間 平成19年４月１日～平成25年３月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価額1,555 資本組入額 778

新株予約権の行使の条件 (注)４，５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

(注) １  当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　調整後払込金額＝調整前払込金額　 ×

１

分割・併合の比率

２  新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものは除

く）は、次の算式により払込金額を調整するものとし、１円未満の端数は切り上げるものとします。

　調整後払込金額＝調整前払込金額　 ×
既発行株式数 ＋

新発行株式数　× １株当たりの払込金額

新株発行前の株価

既発行株式数＋ 新発行株式数

３　新株予約権の喪失

被付与者が本新株予約権の行使期間の到来前に死亡したときは本新株予約権を喪失するものとします。

４　権利行使の条件

提出会社及び当社関係会社の取締役及び従業員の地位を有していることを条件とします。

５　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、当社と対象取締役及び従業員

との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められております。

６　当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案並

びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる

旨、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められております。

７　平成20年11月27日開催の取締役会決議により、平成21年２月２日を効力発生日として単元株式数を1,000株

から100株に変更しております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月20日 ― 7,398,000 ― 1,010,036 ― 983,604

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

益田 武美 岡山県赤磐市 3,573 48.29

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 261 3.53

ＫＧ社員持株会 岡山市北区辰巳20－113 192 2.60

須田 幸正 岡山市南区 192 2.59

株式会社ＫＧ情報 香川県高松市今里町２－２－10 182 2.46

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 167 2.26

草地　宏 岡山県赤磐市 162 2.18

CREDIT SUISSE AG ZURICH
 
(常任代理人）
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 CH-8070
ZURICH SWITZERLAND
 
東京都千代田区丸の内２－７－１

156 2.12

株式会社サンマルクホールディ
ングス

岡山市北区平田173－104 142 1.93

株式会社香川銀行 香川県高松市亀井町６－１ 130 1.76

計 ― 5,161 69.76

(注)  上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社               167千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― 　

議決権制限株式(自己株式等) ― ― 　

議決権制限株式(その他) ― ― 　

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
(自己保有株式)

182,500
―

単元株式数
100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,214,300 72,143
同上

単元未満株式
普通株式

1,200
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 7,398,000― ―

総株主の議決権 ― 72,143 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式　11株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＫＧ情報

香川県高松市今里町二丁
目２-10

182,500― 182,500 2.46

計 ― 182,500― 182,500 2.46

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年12月
21日～31日

平成23年
　１月 ２月 　３月 　４月 　５月

６月
１日～20日

最高(円) 355 375 459 444 386 381 376

最低(円) 320 320 353 270 342 356 355

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年３月21日から平成22年６月20日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年12月21日から平成22年６月20日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成23年３月21日から平成23年６月20日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年12月21日から平成23年６月20日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年３月21

日から平成22年６月20日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年12月21日から平成22年６月20日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年３月21日から平成23年６月20日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年12月21日から平成23年６月20日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,453,669 3,397,542

受取手形及び売掛金 462,958 523,887

製品 4,040 6,293

仕掛品 2,851 4,557

原材料及び貯蔵品 5,493 6,380

その他 45,534 43,399

貸倒引当金 △5,576 △6,304

流動資産合計 3,968,972 3,975,757

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 675,963 675,118

機械装置及び運搬具（純額） 429,800 481,084

土地 1,534,820 1,423,858

その他（純額） 32,239 32,757

有形固定資産合計 ※1
 2,672,823

※1
 2,612,818

無形固定資産

その他 62,877 74,148

無形固定資産合計 62,877 74,148

投資その他の資産

その他（純額） 346,905 378,031

貸倒引当金 △665 △670

投資その他の資産合計 346,239 377,360

固定資産合計 3,081,940 3,064,327

資産合計 7,050,912 7,040,084

負債の部

流動負債

買掛金 87,784 100,631

未払金 286,072 397,153

未払法人税等 184,223 265,933

前受金 370,565 390,737

賞与引当金 42,951 1,867

その他 58,227 61,667

流動負債合計 1,029,823 1,217,990

固定負債

退職給付引当金 61,680 60,939

役員退職慰労引当金 210,101 210,101

資産除去債務 38,946 －

その他 16,223 28,370

固定負債合計 326,951 299,410

負債合計 1,356,775 1,517,401
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,010,036 1,010,036

資本剰余金 983,604 983,604

利益剰余金 3,746,873 3,550,472

自己株式 △63,763 △63,763

株主資本合計 5,676,750 5,480,349

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17,386 35,425

評価・換算差額等合計 17,386 35,425

新株予約権 － 6,908

純資産合計 5,694,137 5,522,682

負債純資産合計 7,050,912 7,040,084
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月21日
　至 平成22年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年12月21日
　至 平成23年６月20日)

営業収益 2,059,436 2,206,833

営業原価 1,561,127 1,560,252

営業総利益 498,309 646,580

販売費及び一般管理費 ※1
 249,477

※1
 251,713

営業利益 248,831 394,867

営業外収益

受取利息 2,340 1,666

受取配当金 840 900

前受金期間経過収入 9,130 12,476

その他 11,337 10,250

営業外収益合計 23,648 25,293

営業外費用

支払利息 615 －

不動産賃貸費用 1,982 2,265

敷金解約損 802 －

その他 502 456

営業外費用合計 3,902 2,722

経常利益 268,577 417,438

特別利益

新株予約権戻入益 － 6,908

補助金収入 10,761 2,991

特別利益合計 10,761 9,899

特別損失

固定資産除却損 5,493 548

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,827

特別損失合計 5,493 17,376

税金等調整前四半期純利益 273,845 409,961

法人税等 121,734 177,482

少数株主損益調整前四半期純利益 － 232,478

四半期純利益 152,111 232,478
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年３月21日
　至 平成22年６月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年３月21日
　至 平成23年６月20日)

営業収益 1,087,517 1,115,124

営業原価 801,719 787,035

営業総利益 285,798 328,089

販売費及び一般管理費 ※1
 130,520

※1
 130,692

営業利益 155,277 197,396

営業外収益

受取利息 1,004 864

受取配当金 840 900

受取家賃 2,143 －

前受金期間経過収入 3,448 5,057

その他 2,694 5,002

営業外収益合計 10,131 11,824

営業外費用

支払利息 189 －

不動産賃貸費用 1,084 1,012

敷金解約損 － 259

その他 838 4

営業外費用合計 2,113 1,276

経常利益 163,294 207,944

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,303

新株予約権戻入益 － 6,908

補助金収入 10,761 2,991

特別利益合計 10,761 11,203

特別損失

固定資産除却損 － 422

特別損失合計 － 422

税金等調整前四半期純利益 174,056 218,725

法人税等 75,263 94,306

少数株主損益調整前四半期純利益 － 124,418

四半期純利益 98,793 124,418
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月21日
　至 平成22年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年12月21日
　至 平成23年６月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 273,845 409,961

減価償却費 111,363 92,276

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,888 41,084

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37 740

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,366 △731

受取利息及び受取配当金 △3,180 △2,566

支払利息 615 －

新株予約権戻入益 － △6,908

補助金収入 △10,761 △2,991

固定資産除却損 1,263 548

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,827

売上債権の増減額（△は増加） 62,827 62,014

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,218 4,846

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,519 △2,128

仕入債務の増減額（△は減少） △15,754 △12,847

その他の流動負債の増減額（△は減少） △14,141 △136,852

その他 △1,113 726

小計 443,261 464,000

利息及び配当金の受取額 3,475 2,559

利息の支払額 △615 －

法人税等の支払額 △122,388 △258,344

営業活動によるキャッシュ・フロー 323,733 208,214

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,101 △111,746

無形固定資産の取得による支出 △9,688 △6,289

差入保証金の差入による支出 △3,425 △2,821

差入保証金の回収による収入 2,306 2,474

補助金の受取による収入 10,761 2,991

その他 2,319 △570

投資活動によるキャッシュ・フロー 172 △115,962

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △146,064 －

配当金の支払額 △36,024 △36,125

財務活動によるキャッシュ・フロー △182,088 △36,125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 141,817 56,126

現金及び現金同等物の期首残高 2,880,687 3,397,542

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,022,504

※１
 3,453,669
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間（自 平成23年３月21日 至 平成23年６月20日）

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年12月21日  至  平成23年６月20日)

会計処理基準に関する事項の変

更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しており

ます。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は937千円、税

金等調整前四半期純利益は17,764千円減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は38,616千円であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年12月21日  至  平成23年６月20日)

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

  前第２四半期連結累計期間において、区分掲記していた「敷金解約損」は、営業外費用の100分の20を超えない

こととなったため、当第２四半期連結累計期間においては、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

なお、当第２四半期連結累計期間における「敷金解約損」は、446千円であります。

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年３月21日  至  平成23年６月20日)

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　前第２四半期連結会計期間において、区分掲記していた「受取家賃」は、営業外収益の100分の20を超えない

こととなったため、当第２四半期連結会計期間においては、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。なお、当第２四半期連結会計期間における「受取家賃」は、2,140千円であります。　

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「敷金解約損」は、営業外費用の100

分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間においては、区分掲記することとしました。

　なお、前第２四半期連結会計期間における「敷金解約損」は、384千円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年12月21日 至 平成23年６月20日）

　簡便な会計処理については、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年12月21日  至  平成23年６月20日)

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月20日)

前連結会計年度末
(平成22年12月20日)

※1 有形固定資産の減価償却累計額     1,684,087千円※1 有形固定資産の減価償却累計額     1,608,425千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年12月21日
至  平成23年６月20日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員報酬 99,247千円

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員報酬 104,717千円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年６月20日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員報酬 50,869千円

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員報酬 53,850千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年12月21日
至  平成23年６月20日)

※1 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年６月20日現在)

現金及び預金 3,022,504千円

計 3,022,504千円

※1 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成23年６月20日現在)

現金及び預金 3,453,669千円

計 3,453,669千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月20日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年12月21日 

至  平成23年６月20日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,398,000

　

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 182,511

　

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月16日
定時株主総会

普通株式 36,077 ５ 平成22年12月20日 平成23年３月17日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年７月28日
取締役会

普通株式 36,077 ５ 平成23年６月20日 平成23年８月22日 利益剰余金

　

　

４．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日)

全セグメントの営業収益の合計、営業利益の合計額に占める情報関連事業の割合が、いずれも90％を超

えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日)

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外営業収益】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日)

海外営業収益がないため、該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年６月20日)及び当第２四半期連結累計

期間(自  平成22年12月21日  至  平成23年６月20日)

当社グループにおける報告セグメントは情報関連事業のみであり、開示情報としての重要性が乏しい

ため、セグメント情報の記載は省略しております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月20日)

前連結会計年度末
(平成22年12月20日)

　 　

　 789円　15銭
　

　 　

　 764円　43銭
　

　
２  １株当たり四半期純利益等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年12月21日
至  平成23年６月20日)

１株当たり四半期純利益 21円 07銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純利益 32円 21銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 32円 17銭
　

(注) １  前第２四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年12月21日
至  平成23年６月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 152,111 232,478

普通株式に係る四半期純利益(千円) 152,111 232,478

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,216,132 7,215,489

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い
られた四半期純利益調整額の主要な内訳

　 　

(千円) ― ―

　 　 　

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 9,381

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

―

平成18年３月16日定時株
主総会決議による新株予
約権方式のストック・オ
プション（前連結会計年
度末における新株予約権
の数44個）は、平成23年３
月31日で行使期間が終了
しております。
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年６月20日)

１株当たり四半期純利益 13円 69銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純利益 17円 24銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 17円 22銭
　

(注) １  前第２四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月21日
至  平成22年６月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年６月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 98,793 124,418

普通株式に係る四半期純利益(千円) 98,793 124,418

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,216,132 7,215,489

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い
られた四半期純利益調整額の主要な内訳

　 　

(千円) ― ―

　 　 　

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 7,805

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

―

平成18年３月16日定時株
主総会決議による新株予
約権方式のストック・オ
プション（前連結会計年
度末における新株予約権
の数44個）は、平成23年３
月31日で行使期間が終了
しております。
 

　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

　
２ 【その他】

平成23年７月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。

　(イ)　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　　・・・　　　36,077千円

　(ロ)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　・・・　　　　５円00銭

　(ハ)　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　・・・平成23年８月22日

　(注)　平成23年６月20日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年７月23日

株式会社ＫＧ情報

　取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川 合 　弘 泰　   　 印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    三 宅 　昇　　       印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＫＧ情報の平成21年12月21日から平成22年12月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年３月21日から平成22年６月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年12月21日から平成22年６

月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＫＧ情報及び連結子会社の平成22年

６月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年７月26日

株式会社ＫＧ情報

　取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川 合 　弘 泰　      印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    三 宅　 昇　　　 　  印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＫＧ情報の平成22年12月21日から平成23年12月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成23年３月21日から平成23年６月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年12月21日から平成23年６

月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＫＧ情報及び連結子会社の平成23年

６月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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